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別記様式第 2 号 別添 

浜の活力再生プラン

令和５～９年度 

（第２期）

１ 地域水産業再生委員会

再生委員会の構成員 内海府漁業協同組合・佐渡市農林水産課

オブザーバー 新潟県佐渡地域振興局農林水産部水産庁舎・新潟県漁業協同組合連合会

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類

内海府漁業協同組合の地区

【範 囲】佐渡市黒姫、虫崎、北小浦、見立、鷲崎

【漁業種類】大型定置網漁業（１経営体）、小型定置網漁業

（9 名）、刺網漁業（1 名）、採介藻漁業（37 名）、 

海藻養殖業（17 名）、釣り（5 名）  【計 71 名】 

※令和 4 年 8 月時点（令和 4 年度業務報告書）

２ 地域の現状

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

当地区は両津湾に面した北部海域を中心に漁業活動を行っており、主な漁業種類は大型定置網

漁業、小型定置網漁業、刺網漁業、採介藻漁業、ワカメ養殖漁業である。

組合員数は、平成 15 年度の 181 名に比べ、令和４年度は 125 名と 31％減少している。50 歳

未満の組合員数は、平成 15 年度は 64 名であり全組合員数の 35％であったが、令和４年度は 12

名で全組合員数の 9％となっており、漁業者の高齢化、後継者不足が進んでいる。 

当地区の水揚げ数量・金額の大部分は、大型定置網漁業が占めるため、大型定置網漁業の好不

漁で大きく影響される。大型定置網漁業は、魚が網に入るのを待つ受動的な漁法であり、その主

な漁獲物は 11 月から 1 月の寒ぶりと 5 月から 7 月のクロマグロ、他にイカ類、アジ、トビウオ、

サバ等の魚種も漁獲されている。近年の漁獲状況は寒ぶり、クロマグロなど回遊魚等の入網状況

により、平成 25 年度 550ｔ、232,544 千円、平成 31 年度 884ｔ、746,371 千円、令和 4 年度 800

ｔ、294,133 千円と変動の激しい漁獲状況となっている。他にも、小型定置網漁業、刺網漁業、

採介藻漁業、ワカメ養殖漁業が営まれており、小型定置網漁業では、イカ類、トビウオ、アジ、

イナダ、刺網漁業では、カレイ類、マダラ、ズワイガニ、タコ、採介藻漁業では、サザエ、ナマ

コ、ナガモ(アカモク)が主要魚種となっており、大型定置網漁業以外の合算では、平成 25 年度
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264ｔ、62,214 千円、平成 31 年度 117ｔ、40,708 千円、令和 4 年度 125t、43,329 千円と大型

定置網漁業同様、変動の激しい漁獲状況となっている。

漁獲された魚介類は、大型定置網漁業では主に佐渡魚市場に出荷されているが、クロマグロに

ついては、島内での需要が少ないため、漁業者が漁協を通じて直接東京の豊洲市場等へ出荷して

いる。小型定置網漁業や刺網漁業、その他の漁業種類は、ほぼすべての漁獲物を佐渡魚市場に出

荷している。また、一部のワカメ養殖漁業で刈り取られたワカメは、お土産や贈答用の乾燥ワカ

メ（100ｇ）に製品化され、漁協を通じて島内外からの個別注文や島内の観光施設等に販売して

いる。

大型定置網漁業は平成 28 年度から、水揚げの中心である寒ぶりの単価向上のため、活締め、

神経締めを施した寒ぶりの試験販売を島外の飲食店向けに開始し、好評価を得ている。今後は更

に鮮度保持技術を向上すると共に、他地区との差別化に向け出荷規格を設定し、新たな販路を確

保していくことが求められる。

また、両津湾では大型定置網漁業が当地区以外でも２地区４ヶ統操業されており、寒ぶりの漁

獲時期が重なる時には、佐渡魚市場への出荷が集中し、魚価が下落する。この値崩れを防止する

ために、金庫網（大量に漁獲された寒ぶりを畜養する網）を活用し、佐渡魚市場の状況を把握し

ながら出荷調整を実地している。

一方で、大型定置網漁業や小型定置網漁業で時に大量漁獲されるアジ、サバは、魚が網目にか

かり弱ってしまうため出荷調整などが行えず、全量出荷を余儀なくされ、低価格で取引される。

定置網漁業の収益向上のためには、これらの漁獲物についても、佐渡市場上場以外の新たな販売

方法等の取組が必要である。

内海府漁業協同組合（以下「組合」という。）の加工の取組としては、長年ワカメ養殖漁業者

が製造しているお土産や贈答用に適した乾燥ワカメ（100ｇ）がある。この乾燥ワカメは、水揚

げしたワカメを１本ずつ水洗いし、その状態で天日乾燥、機械乾燥が行われその後折りたたんで

袋詰めする。しかし近年はこの乾燥ワカメの需要が減っている。理由の一つに消費者ニーズの変

化で少量、個包装が好まれるようになったことが挙げられ、販売先からも対応が求められている。

今後は、消費者が手軽に使用できる少量、個包装の乾燥ワカメや新たなワカメ製品を開発し、流

通させる必要がある。

当地区の課題として、漁業者の高齢化による廃業、後継者不足が挙げられる。今後は、漁業を

身近に感じてもらうため、地元小中学生を対象にした魚の料理教室、当地区の基幹漁業である定

置網漁業、養殖漁業の漁場見学等の開催や、新規就業者のマッチング、研修会の開催等を実施し、

漁業者の確保・育成に努める必要がある。

水産資源の回復・維持管理として、ヒラメ・アワビの種苗放流を毎年実施している。また、当

地区では、漁業者の高齢化に伴い、漁港から近く安全に操業ができる採介藻漁業へ転換する漁業

者が増えている。また、近年ナマコ需要が伸びたことによりナマコを漁獲する漁業者が増加して

いることから、資源の減少が懸念されている。今後は、佐渡広域水産業再生委員会と連携しヒラ

メ・アワビの種苗放流に加え、ナマコの種苗放流を実施すると共に、ナマコ礁設置による資源保
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護と資源管理意識の向上を図ることで乱獲防止（漁獲サイズ・漁獲総量制限）に努めていく必要

がある。

なお、佐渡魚市場における令和 3 年度の水揚げ金額は 13.7 億円、生産量は 3,837 トンであり、

平成 29 年度の水揚げ金額は 23.9 億円、生産量は 4,476 トンと比較すると金額で 43%減少、生産

量で 14 %減少している。 

（２）その他の関連する現状等

佐渡市の人口は令和 4 年 1 月末で 51,915 人、合併時の平成 16 年 3 月末が 70,068 人であり、

18,153 人減少している。65 歳以上の割合も現状で 42％となっており、著しく高齢化が進んでい

る。年々人口が減少する中、当地区の最北端に位置する鷲崎漁港では毎年 12 月の第一日曜日に

「佐渡海府寒ぶり大漁まつり」が開催される。広く周知されたことにより多い時には 4,000 人を

超す来場者が島内外から訪れ、地域の活性化に繋がっているが、新型コロナウイルスの流行を受

けて、開催が延期されている。

３ 活性化の取組方針

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

1 ．漁業収入向上のための取組 

① 寒ぶりの鮮度保持技術の向上と出荷調整

・大型定置網漁業者は、11 月から 1 月に漁獲される寒ぶりの中から漁業者が選定した寒ぶり

を対象に、鮮度保持のために活締め・神経締めを行い魚価の向上に取り組む。（継続）

・漁協は県漁連と連携し、活締め・神経締めを施した寒ぶりを引続き飲食店等（主に関東、新

潟県内）への販売を行い、併せて、販路拡大の取組を継続し、魚体重・脂質量・販売時期の

商品規格設定を明確にし、出荷証明書を付けるなど差別化を進め、単価向上を図る。

・大型定置網漁業者は、前期に大型の金庫網を導入したことにより実現した、長期間寒ぶりを

畜養し佐渡魚市場の寒ぶり需要が多い時期に定数出荷を実施する取組を継続することで引

き続き価格の安定を図る。
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② 低・未利用魚のエビかご飼料提供の取組

・前期プランで低未利用魚の加工については機材、冷凍冷蔵保管施設、加工場整備のハード整

備にかかる資金や場所等の課題が解決できず、また、高齢化による人材不足等もあり、加工

事業に着手できなかった。そのため、今期プランでは、別地区ではあるが佐渡の主要な漁業

であるエビかご漁業者へ飼料として低未利用魚を提供する取組に変更する。

・従来、エビかご漁業者は主な餌にサンマを使用していたが、近年の不漁で飼料価格が高騰し、

サンマに代わる飼料を検討していた。そこで、漁協と定置網漁業者は、大量漁獲時に低価格

で取引される魚種（サバ）を島内赤泊地区のエビかご漁業者に飼料提供することで漁業者の

所得向上に繋げる。

③ 新規就業者の雇用対策

・漁協と漁業者は、漁業を身近に感じてもらう為、鷲崎地区小中学生の魚料理教室を継続して

実施する。加えて新たな地区において、当地区の基幹漁業である定置網漁業・養殖漁業の漁

場見学、作業体験、出前授業等を検討し、漁業の魅力を感じ、将来の後継者になるように働

きかける。併せて、新規就業者のマッチングや研修、就業しやすい環境づくり等に努める。 

④ 水産資源の回復と維持管理

・漁協と漁業者は、ヒラメ・アワビの種苗放流を継続して実施する。また、当地区のナマコの

漁獲が増えてきていることから、佐渡広域水産業再生委員会と連携し、ナマコの種苗放流を

実施すると共に、稚ナマコの育成場所となるナマコ礁の設置、漁獲規制の遵守（漁獲サイズ・

漁獲総量制限）に努め、資源管理を行うことによる安定した漁獲と漁業収入向上に繋げる。

2. 漁業コスト削減のための取組

① 燃油コスト削減のための定期的な漁船の船底清掃や効率的操業の確立

・漁業者は、漁船の燃費向上のために、船底清掃を定期的に実施すると共に、入出港時の減速

航行に努める。

② 漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進

・漁協は、漁業者に漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を勧め、燃油価格の高騰に

備える。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

漁業法・水産資源保護法・漁業調整規則等関係法令を遵守すると共に、漁獲物の体長制限や、網

目の制限、休漁日の設定等自主的な資源管理に取り組む。

① 体長制限

ヒラメ 30 ㎝未満再放流、マダイ 14 ㎝未満再放流、マガレイ 13 ㎝未満出荷禁止、シロギス 12
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㎝未満再放流、ハタハタ 15 ㎝未満再放流 

② 網目制限（刺網網漁業）

ヒラメ・マダイ 網目 10.6 ㎝以上（約 3 寸 5 分）、エビ篭 網目 2.8 ㎝以上（12 節・約 9 分） 

③ 休漁日

小型定置網漁業：北小浦・虫崎・黒姫・藻浦地区→7 月～9 月中に連続して 8 日間休漁

鷲崎地区→1 月～3 月中に連続して 8 日間休漁 

大型定置網漁業：9 月～10 月中に連続して 8 日間休漁 

刺し網漁業：8 月～9 月中に連続して 8 日間休漁 

④ クロマグロ資源管理への取組（大型定置網漁業）

知事管理漁獲可能量の遵守

混獲回避（放流作業）の実施

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和５年度）所得向上率（基準年比）22.3％

漁業収入向上の

ための取組

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等踏まえて必要に応じて見直すこと

とする。（2 年目以降も同じ） 

① 寒ぶりの鮮度保持技術の向上と出荷調整

・大型定置網漁業者は、11 月から 1 月に漁獲される寒ぶりの鮮度保持とし

て、活締め・神経締めを継続的に行う。また、技術の習得をしていない

大型定置網漁業者に対し、講習会を行う。

・漁協は、漁連と連携し、活締め・神経締めを施した寒ぶりを島外の飲食

店等に付加価値を付けて販売するため飲食店等が使用しやすい魚体（魚

体重９ｋｇ以上、脂質量１５％以上）を基準とし、販売先の評価を取り

入れながらタグの取付、トキ色の魚箱を使用するなどして差別化した寒

ぶりの販売を継続する。また、島内の飲食店等への販売も検討する。

・漁協と大型定置網漁業者は、寒ぶりの安定した出荷を図るため、大量漁

獲された寒ぶりを前期に導入した大型の金庫網で畜養し、佐渡魚市場の

状況を把握しながら、高値で取引されるように出荷調整を行う。

② 低・未利用魚のエビかご飼料提供の取組

・漁協と定置網漁業者は、赤泊地区のエビかご漁業者と飼料利用が見込ま

れるサバの提供方法（荷姿や運搬等）や価格を協議する。

③ 新規就業者の雇用対策

・漁協と漁業者は、鷲崎地区の小中学生を対象に現在行っている魚料理教

室を継続して実施する。また、主体漁業である定置網漁業や養殖漁業の
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知識を学ぶ場として漁場見学や出前授業などの開催拡大を検討する。 

 ・漁協と漁業者は、漁連・佐渡市と連携し、新規漁業就業者総合支援事業

等を活用し、新規漁業就業者がすぐに着業できるように、漁業者とのマ

ッチングや研修会開催等、漁業就業者の確保育成に努める。 

 
④ 水産資源の回復と維持管理 

 ・漁協と漁業者は、離島漁業再生支援交付金を活用し、漁礁等の設置、ア

ワビ(3,000 個)、ヒラメ(2,000 尾)、の種苗放流を実施する。また、当地区

のナマコの水揚げが増加している事から、佐渡広域水産業再生委員会と

連携し、稚ナマコの放流に向けて検討する。 

漁業コスト削減

のための取組 

 ・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航

行を行うことにより燃料経費の削減を図る。 

 ・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰

に備える。 

活用する支援措

置等 

 ・離島漁業再生支援交付金（国） 

 ・新規漁業就業者総合支援事業（国） 

 ・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市） 

 ・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

 
 ２年目（令和６年度）所得向上率（基準年比）22.6％ 

漁業収入向上の

ための取組 

① 寒ぶりの鮮度保持技術の向上と出荷調整 

 ・大型定置網漁業者は、漁協と新潟県水産海洋研究所の指導のもと、11 月

～1 月に漁獲される寒ぶりの鮮度保持として、活締め・神経締めを継続し

て行う。また、漁協は寒ぶりの鮮度保持が徹底されていない場合は大型

定置網漁業者に、活締め・神経締めの作業手順、温度管理等の講習を行

う。 

・漁協は、漁連と連携し、島外の飲食店等が求める魚体の商品基準の徹底、

（魚体重９kg 以上、脂質量１５％以上）タグの取付、トキ色の魚箱、差

別化した寒ぶりの販売を実施し、島外の飲食店等の評価を把握する。ま

た、島内の飲食店等に試験販売を実施し、島内の飲食店等の評価を把握

する。 

 ・漁協と大型定置網漁業者は、大量漁獲された寒ぶりを大型の金庫網で畜

養し、安定した出荷をし、高値で取引されるように佐渡魚市場の状況見

ながら出荷調整をする。 

 
② 低・未利用魚のエビかご飼料提供の取組 
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・漁協と大型定置漁業者は１年目にエビかご漁業者との協議で決定した販

売方法により販売を開始する。また、エビかご漁業者から販売したサバ

飼料に関する評価を把握する。

③ 新規就業者の雇用対策

・漁協と漁業者は、漁業に魅力を感じてもらうため、地元小中学生を対象

に魚料理教室を継続して実施する。また、当地区の主体漁業である定置

網漁業や養殖漁業の体験実施に向けて、地元小中学校と協議する。

・漁協と漁業者は、漁連・佐渡市と連携を連携して新規漁業就業者総合支

援事業・佐渡市新規漁業就業者支援事業を実施するとともに、ハローワ

ークを活用した求人活動を行う。漁業従事希望者と漁業者のマッチング

や研修会等により、漁業就業者の確保・育成を図る。

④ 水産資源の回復と維持管理

・漁協と漁業者は、離島漁業再生支援交付金を活用し、アワビ（3,000 個）

ヒラメ(2,000 尾)の種苗放流を行う。また、佐渡広域水産業再生委員会と

連携し、稚ナマコの放流を行うと共に、稚ナマコの育成場所となるナマ

コ礁の設置を検討し、水産資源の増大を図る。

漁業コスト削減

のための取組

以下の取組により漁業コストを基準年より 0.1％削減する。 

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航

行を行うことにより燃料経費の削減を図る。

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰

に備える。

活用する支援措

置等

・離島漁業再生支援交付金（国）

・新規漁業就業者総合支援事業（国）

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市）

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

３年目（令和７年度）所得向上率（基準年比）23.0％ 

漁業収入向上の

ための取組

① 寒ぶりの鮮度保持技術の向上と出荷調整

・大型定置網漁業者は、漁協と新潟県水産海洋研究所の指導のもと、寒ぶ

りの鮮度保持として、活締め・神経締めの技術を向上させる。また、漁

協は寒ぶりの鮮度保持、商品管理の徹底、技術取得者に対しての再講習

を行う。

・漁協は、漁連と連携し、島内の飲食店等への本格的な販売体制に備える。

販売をした島内外の飲食店等の評価をもとに、差別化した寒ぶり（魚体
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重９kg 以上、脂質量１５％以上、タグ付、トキ色の魚箱）の魚価の向上

に取り組む。

・漁協と大型定置網漁業者は、寒ぶりの安定した出荷を図るため、大量漁

獲された寒ぶりを大型の金庫網で畜養し、佐渡魚市場の状況を把握しな

がら、高値で取引されるよう出荷調整をし、品質管理も徹底する。

② 低・未利用魚のエビかご飼料提供の取組

・漁協と大型定置漁業者は、赤泊地区エビかご漁業者へ飼料販売を継続す

る。また、県漁連から飼料サンマの価格動向等を把握し、価格に関する

見直し等を行う。

③ 新規就業者の雇用対策

・漁協と漁業者は、漁業に魅力を感じてもらうために、地元小中学生を対

象に魚料理教室を継続して実施する。また、当地区の主体漁業である定

置網漁業や養殖漁業の知識を学ぶ場として陸作業や魚の選別作業体験を

開催する。

・漁協と漁業者は、漁連・佐渡市と連携して新規漁業就業者総合支援事業・

佐渡市新規漁業就業者支援事業を実施するとともに、ハローワークを活

用した求人活動を行う。漁業従事希望者と漁業者のマッチングや研修会

等により、漁業就業者の確保・育成を図る。

④ 水産資源の回復と維持管理

・漁協と漁業者は、離島漁業再生支援交付金を活用し、アワビ（3,000 個）

ヒラメ(2,000 尾)の種苗放流を行う。また、佐渡広域水産業再生委員会と

連携し、稚ナマコの放流を行うと共に、稚ナマコの育成場所ともなるナ

マコ礁を試験的に設置する。併せて、アワビ・ナマコの放流効果調査を

行い、水産資源の増大と維持管理に努める。

漁業コスト削減

のための取組

以下の取組により漁業コストを基準年より 0.1％削減する。 

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航

行を行うことにより燃料経費の削減を図る。

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰

に備える。

活用する支援措

置等

・離島漁業再生支援交付金（国）

・新規漁業就業者総合支援事業（国）

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市）

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）
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４年目（令和８年度）所得向上率（基準年比）23.4％ 

漁業収入向上の

ための取組

① 寒ぶりの鮮度保持技術の向上と出荷調整

・大型定置網漁業者は、漁協と新潟県水産海洋研究所の指導のもと、寒ぶ

りの活締め・神経締めの技術を研鑚する。

・漁協は、漁連と連携し、島外の飲食店等に差別化した寒ぶりを継続して

販売すると共に、販売先の評価を調査する。また、新たな販売先を開拓

し、販売数量増加に努める。

・漁協と大型定置網漁業者は、寒ぶりの安定した出荷を図るため、大量漁

獲された寒ぶりを大型の金庫網で畜養し、佐渡魚市場の状況を把握しな

がら、高値で取引されるよう出荷調整をし、品質管理の徹底を継続する。 

② 低・未利用魚のエビかご飼料提供の取組

・漁協と大型定置漁業者は、赤泊地区エビかご漁業者へ飼料販売を継続す

る。また、県漁連から飼料サンマの価格動向等を把握し、価格に関する

見直し等を継続する。

③ 新規就業者の雇用対策

・漁協と漁業者は、漁業に魅力を感じてもらえるよう、地元小中学生を対

象に魚料理教室、作業体験を継続して実施する。

・漁協と漁業者は、漁連・佐渡市と連携を連携して新規漁業就業者総合支

援事業・佐渡市新規漁業就業者支援事業を実施するとともに、ハローワ

ークを活用した求人活動を行う。漁業従事希望者と漁業者のマッチング

や研修会等により、漁業就業者の確保・育成を図る。

④ 水産資源の回復と維持管理

・漁協と漁業者は、離島漁業再生支援交付金を活用し、アワビ（3,000 個）

ヒラメ(2,000 尾)の種苗放流を行う。また、佐渡広域水産業再生委員会と

連携し、稚ナマコの放流を行うと共に、稚ナマコの育成場所ともなるナ

マコ礁を試験的に設置する。併せて、アワビ・ナマコの放流効果調査を

継続して行い、水産資源の増大と維持管理に努める。

漁業コスト削減

のための取組

以下の取組により漁業収入を基準年より 0.1％削減する。 

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航

行を行うことにより燃料経費の削減を図る。

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰

に備える。
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活用する支援措

置等

・離島漁業再生支援交付金（国）

・新規漁業就業者総合支援事業（国）

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市）

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

５年目（令和９年度）所得向上率（基準年比）23.8％ 

漁業収入向上の

ための取組

① 寒ぶりの鮮度保持技術の向上と出荷調整

・大型定置網漁業者は、漁協と新潟県水産海洋研究所の指導のもと、寒ぶ

りの活締め・神経締め技術の研鑚をする。

・漁協は、漁連と連携し、差別化した寒ぶりの販売先・販売数量を増加さ

せる。

・漁協と大型定置網漁業者は、寒ぶりの安定した出荷を図るため、大量漁

獲された寒ぶりを大型の金庫網で畜養し、佐渡魚市場の状況を把握しな

がら、高値で取引されるよう出荷調整をし、品質管理の徹底を継続する。 

② 低・未利用魚のエビかご飼料提供の取組

・漁協と大型定置漁業者は、赤泊地区エビかご漁業者への飼料販売を継続

する。また、県漁連から飼料サンマの価格動向等を把握し、価格に関す

る見直し等を継続する。サバ以外にエビかご漁業の飼料として適した魚

種がないか検討を行う。

② 新規就業者の雇用対策

・漁協と漁業者は、漁業に魅力を感じてもらえるよう、地元小中学生を対

象に魚料理教室、作業体験を継続して実施する。

・漁協と漁業者は、漁連・佐渡市と連携を連携して新規漁業就業者総合支

援事業・佐渡市新規漁業就業者支援事業を実施するとともに、ハローワ

ークを活用した求人活動を行う。漁業従事希望者と漁業者のマッチング

や研修会等により、漁業就業者の確保・育成を図る。

④ 水産資源の回復と維持管理

・漁協と漁業者は、離島漁業再生支援交付金を活用し、アワビ（3,000 個）

ヒラメ(2,000 尾)の種苗放流を行う。また、佐渡広域水産業再生委員会と

連携し、稚ナマコの放流を行うと共に、稚ナマコの育成場所ともなるナ

マコ礁の設置効果を検証する。併せて、アワビ・ナマコの放流効果調査

を継続して行い、水産資源の増大と維持管理に努める。
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漁業コスト削減

のための取組

以下の取組により漁業コストを基準年より 0.1％削減する。 

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航

行を行うことにより燃料経費の削減を図る。

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰

に備える。

活用する支援措

置等

・離島漁業再生支援交付金（国）

・新規漁業就業者総合支援事業（国）

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市）

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

（５）関係機関との連携

再生委員会と漁協は、ブリの単価向上について定置網漁業者を指導する。

 再生委員会と漁協及び定置網漁業者は、大漁時に魚価が暴落したサバ等をえび籠漁業の餌料と

して活用することついて、えび籠漁業を操業する赤泊地区と連携する。

漁協は、漁連、市、県と連携して、新規就業者の確保に努める。

再生委員会と漁協は、漁業集落によるヒラメ、アワビ、ナマコの放流及び資源管理を指導する。 

４ 目標

（１）所得目標

漁業所得の向上 23.8％ 基準年 平成 29 年度～令和,3 年度５中 3 平均： 

漁業所得（構成員総額）  

目標年 令和 9 年度： 

漁業所得（構成員総額） 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

ブリの単価向上 基準年 平成 29 年度～令和 3 年度 5 中３平均：794.4 円/kg 
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目標年 令和 9 年度：853.4 円/kg 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

 主に、品質向上（神経締め）及び金庫網を活用した出荷調整によるブリの単価を向上により所

得の向上を目指す計画であることから、ブリの単価を所得目標以外の成果目標とした。

５ 関連施策

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

① 離島漁業再生支

援事業（国）

・漁場の生産力向上と漁場の再生に係る取組

（ヒラメ稚魚・稚アワビ・稚ナマコの放流、ナマコ礁の設置）

② 新規漁業就業者

総合支援事業（国）

③ 佐渡市新規漁業

就業者支援事業（市） 

④ 漁業経営セーフ

ティーネット構築事

業（国）

・新規就業者の受入れと後継者の確保の為の環境づくり

（漁業就業希望者と漁業者とのマッチングや研修会の開催による新

規漁業就業者の確保・育成）

・新規漁業就業者の受入れと後継者の確保の為の環境づくり

（漁業就業希望者と漁業者のマッチングや研修会の開催による

新規漁業就業者の確保・育成）

・燃油高騰に備え、漁業コスト削減の取組

（減速航行・停泊中のエンジン停止による省燃油活動の徹底・指導）




